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定期接種実施要領（抄） 新旧対照表 

改正後 現行 

第１ 総論 

１ （略） 

 

２ 対象者等に対する周知 

（１）～（３） （略） 

（４）麻しん及び風しんの定期接種については、「

麻しんに関する特定感染症予防指針」（平成

19 年厚生労働省告示第 442 号）及び「風しん

に関する特定感染症予防指針」（平成 26 年厚

生労働省告示第 122 号）において、第１期及

び第２期の接種率目標を 95％以上と定めてお

り、また、結核の定期接種についても、「結

核に関する特定感染症予防指針」（平成 19 年

厚生労働省告示第 72 号）において、接種率目

標を 95％以上と定めていることから、予防接

種を受けやすい環境を整え、接種率の向上を

図ること。 

 

３～７ （略） 

 

８ 対象者の確認 

接種前に、予防接種の通知書その他本人確認書

類の提示を求める等の方法により、接種の対象者

であることを慎重に確認すること。 

なお、接種回数を決定するに当たっては、次の

ことに留意すること。 

（１）「子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業の

実施について」（平成 22 年 11 月 26 日厚生労

働省健康局長、医薬食品局長連名通知）に基づ

き過去に一部接種した回数については、既に接

種した回数分の定期接種を受けたものとして

みなすこと。 

（２）海外等で受けた予防接種については、医師の

判断と保護者の同意に基づき、既に接種した回

数分の定期接種を受けたものとしてみなすこ

とができること。 

 

第１ 総論 

１ （略） 

  

２ 対象者等に対する周知 

（１）～（３） （略） 

（４）麻しんの定期接種については、「麻しんに関

する特定感染症予防指針」（平成 19 年厚生労

働省告示第 442 号）において、第１期及び第２

期の接種率目標を 95％以上と定めていること

から、予防接種を受けやすい環境を整え、接種

率の向上を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

３～７ （略） 

 

８ 対象者の確認 

接種前に、予防接種の通知書その他本人確認書

類の提示を求める等の方法により、接種の対象者

であることを慎重に確認すること。 

なお、「子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事

業の実施について」（平成 22 年 11 月 26 日厚生

労働省健康局長、医薬食品局長連名通知）に基づ

き過去に一部接種した回数については、これを踏

まえて、残りの接種回数を決定すること。 
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９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となっている

定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、急

性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核

、Ｈｉｂ感染症又は小児の肺炎球菌感染症）に

ついては様式第二予防接種予診票（乳幼児・小

学生対象）を、ヒトパピローマウイルス感染症

の定期接種のうち、接種を受ける者に保護者が

同伴する場合及び接種を受ける者が既婚者の

場合については様式第三ヒトパピローマウイ

ルス感染症予防接種予診票（保護者が同伴する

場合、受ける人が既婚の場合）を、接種を受け

る者に保護者が同伴しない場合については様

式第四ヒトパピローマウイルス感染症予防接

種予診票（保護者が同伴しない場合）を、イン

フルエンザの定期接種については様式第五イ

ンフルエンザ予防接種予診票を参考にして予

診票を作成すること。 

なお、予診票については、予防接種の種類

により異なる紙色のものを使用すること等に

より予防接種の実施に際して混同を来さない

よう配慮すること。 

（２）・（３） （略） 

 

１０ （略） 

 

１１ 予防接種後副反応等に関する説明及び同意 

予診の際は、予防接種の有効性・安全性、予防

接種後の通常起こり得る副反応及びまれに生じ

る重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度

について、定期接種の対象者又はその保護者がそ

の内容を理解し得るよう適切な説明を行い、予防

接種の実施に関して文書により同意を得た場合

に限り接種を行うものとすること。 

ただし、政令第１条の２第２項の規定による対

象者に対して行う予防接種、政令附則第４項によ

る日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイ

ルス感染症の定期接種（いずれも 13 歳以上の者

に接種する場合に限る。）において、保護者が接

種の場に同伴しない場合には、予防接種の有効性

９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となっている

定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、急

性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核

、Ｈｉｂ感染症又は小児の肺炎球菌感染症）に

ついては様式第二予防接種予診票（乳幼児・小

学生対象）を、ヒトパピローマウイルス感染症

の定期接種のうち、接種を受ける者に保護者が

同伴する場合及び接種を受ける者が既婚者の

場合については様式第三ヒトパピローマウイ

ルス予防接種予診票（保護者が同伴する場合、

受ける人が既婚の場合）を、接種を受ける者に

保護者が同伴しない場合については様式第四

ヒトパピローマウイルス感染症予防接種予診

票（保護者が同伴しない場合）を、インフルエ

ンザの定期接種については様式第五予防接種

予診票を参考にして予診票を作成すること。 

なお、予診票については、予防接種の種類

により異なる紙色のものを使用すること等に

より予防接種の実施に際して混同を来さない

よう配慮すること。 

 

（２）・（３） （略） 

 

１０ （略） 

 

１１ 予防接種後副反応等に関する説明及び同意 

予診の際は、予防接種の有効性・安全性、予防

接種後の通常起こり得る副反応及びまれに生じ

る重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度

について、定期接種の対象者又はその保護者がそ

の内容を理解し得るよう適切な説明を行い、予防

接種の実施に関して文書により同意を得た場合

に限り接種を行うものとすること。 

ただし、政令第１条の２第２項の規定による対

象者に対して行う予防接種、政令附則第４項によ

る日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマウイ

ルス感染症の定期接種（いずれも 13 歳以上の者

に接種する場合に限る。）において、保護者が接

種の場に同伴しない場合には、予防接種の有効性
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・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及

びまれに生じる重い副反応並びに予防接種健康

被害救済制度についての説明を事前に理解する

必要があるため、様式第四ヒトパピローマウイル

ス感染症予防接種予診票（保護者が同伴しない場

合）を参考に、説明に関する情報を含有している

予診票を作成した上で、事前に保護者に配布し、

保護者がその内容に関する適切な説明を理解し

たこと及び予防接種の実施に同意することを当

該予診票により確認できた場合に限り接種を行

うものとすること。 

  なお、児童福祉施設等において、接種の機会ご

とに保護者の文書による同意を得ることが困難

であることが想定される場合には、当該施設等に

おいて、保護者の包括的な同意文書を事前に取得

しておくことも差し支えなく、また、被接種者が

既婚者である場合は、被接種者本人の同意にて足

りるものとする。 

 

１２ 接種時の注意 

（１）予防接種を行うに当たっては、次に掲げる事

項を遵守すること。 

ア～カ （略） 

キ ヒトパピローマウイルス感染症の予防接

種にあっては、ワクチンの添付文書の記載

に従って、組換え沈降２価ヒトパピローマ

ウイルス様粒子ワクチンを使用する場合は

原則として上腕の三角筋部に、組換え沈降

４価ヒトパピローマウイルス様粒子ワクチ

ンを使用する場合は原則として上腕の三角

筋部又は大腿四頭筋部に筋肉内注射する。

接種前に接種部位をアルコール消毒し、接

種に際しては注射針の先端が血管内に入っ

ていないことを確認すること。同一部位へ

の反復しての接種は避けること。 

ク 接種用具等の消毒は、適切に行うこと。 

 

（２） （略） 

 

１３ Ａ類疾病の定期接種を集団接種で実施する

・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及

びまれに生じる重い副反応並びに予防接種健康

被害救済制度についての説明を事前に理解する

必要があるため、様式第四予診票を参考に、説明

に関する情報を含有している予診票を作成した

上で、事前に保護者に配布し、保護者がその内容

に関する適切な説明を理解したこと及び予防接

種の実施に同意することを当該予診票により確

認できた場合に限り接種を行うものとすること。 

  なお、児童福祉施設等において、接種の機会ご

とに保護者の文書による同意を得ることが困難

であることが想定される場合には、当該施設等に

おいて、保護者の包括的な同意文書を事前に取得

しておくことも差し支えなく、また、被接種者が

既婚者である場合は、被接種者本人の同意にて足

りるものとする。 

 

 

 

１２ 接種時の注意 

（１）予防接種を行うに当たっては、次に掲げる事

項を遵守すること。 

ア～カ （略） 

キ ヒトパピローマウイルス感染症の予防接

種にあっては、ワクチンの添付文書の記載

に従って、原則として上腕の三角筋部又は

大腿四頭筋に筋肉内注射する。接種前に接

種部位をアルコール消毒し、接種に際して

は注射針の先端が血管内に入っていないこ

とを確認すること。同一部位への反復して

の接種は避けること。 

 

 

 

 

ク 接種用具等の消毒薬は、十分な濃度のも

のを使用すること。 

（２） （略） 

 

１３ Ａ類疾病の定期接種を集団接種で実施する
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際の注意事項 

（１）～（４） （略） 

（５）安全基準の遵守 

市町村長は、医療機関以外での予防接種の

実施においては、被接種者に副反応が起こっ

た際に応急対応が可能なように下記における

安全基準を確実に遵守すること。 

  ア（略） 

イ 応急治療措置 

市町村長は、予防接種後、被接種者にア

ナフィラキシーショックやけいれん等の重

篤な副反応がみられたとしても、応急治療

ができるよう救急処置物品（血圧計、静脈

路確保用品、輸液、エピネフリン・抗ヒス

タミン剤・抗けいれん剤・副腎皮質ステロ

イド剤等の薬液、喉頭鏡、気管内チューブ

、蘇生バッグ等）を準備すること。 

  ウ（略） 

（６）～（８） （略） 

 

１４～１５ （略） 

 

１６ 都道府県の麻しん及び風しん対策の会議へ

の報告 

「麻しんに関する特定感染症予防指針」（平成

19 年厚生労働省告示第 442 号）及び「風しんに

関する特定感染症予防指針」（平成 26 年厚生労

働省告示第 122 号）に基づき、都道府県知事は、

管内市町村長と連携し、管内における麻しん及び

風しんの予防接種実施状況等を適宜把握し、都道

府県を単位として設置される麻しん及び風しん

対策の会議に速やかに報告すること。 

 

１７～２１ （略） 

 

第２ 各論 

１ ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破傷

風の定期接種 

（１）ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破

傷風について同時に行う第１期の予防接種は、

際の注意事項 

（１）～（４） （略） 

（５）安全基準の遵守 

市町村長は、医療機関以外での予防接種の

実施においては、被接種者に副反応が起こっ

た際に応急対応が可能なように下記における

安全基準を確実に遵守すること。 

  ア（略） 

イ 応急治療措置 

市町村長は、予防接種後、被接種者にア

ナフィラキシーショックやけいれん等の重

篤な副反応がみられたとしても、応急治療

ができるよう救急処置物品（血圧計、静脈

路確保用品、輸液、エピネフリン・抗ヒス

タミン剤・抗けいれん剤・副腎皮質ステロ

イド剤等の薬液、喉頭鏡、気管チューブ、

蘇生バッグ等）を準備すること。 

  ウ（略） 

（６）～（８） （略） 

 

１４～１５ （略） 

 

１６ 都道府県の麻しん対策の会議への報告 

 

「麻しんに関する特定感染症予防指針」（平成

19 年厚生労働省告示第 442 号）に基づき、都道

府県知事は、管内市町村長と連携し、管内におけ

る麻しんの予防接種実施状況等を適宜把握し、都

道府県を単位として設置される麻しん対策の会

議に速やかに報告すること。 

 

 

 

１７～２１ （略） 

 

第２ 各論 

１ ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破傷

風の定期接種 

（１）ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破

傷風について同時に行う第１期の予防接種は、
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沈降精製百日せきジフテリア破傷風不活化ポ

リオ混合ワクチンを使用し、初回接種について

は生後３月に達した時から生後 12 月に達する

までの期間を標準的な接種期間として 20 日以

上、標準的には 20 日から 56 日までの間隔をお

いて３回、追加接種については初回接種終了後

６月以上、標準的には 12 月から 18 月までの間

隔をおいて１回行うこと。 

（２） （略） 

（３）ジフテリア、百日せき及び破傷風について同

時に行う第１期の予防接種は、沈降精製百日せ

きジフテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチ

ン又は沈降精製百日せきジフテリア破傷風混

合ワクチンを使用し、初回接種については生後

３月に達した時から生後 12 月に達するまでの

期間を標準的な接種期間として 20 日以上、標

準的には20日から56日までの間隔をおいて３

回、追加接種については初回接種終了後６月以

上、標準的には 12 月から 18 月までの間隔をお

いて１回行うこと。 

（４）・（５） （略） 

（６）ジフテリア及び破傷風について同時に行う第

１期の予防接種は、沈降精製百日せきジフテリ

ア破傷風不活化ポリオ混合ワクチン又は沈降

精製百日せきジフテリア破傷風混合ワクチン

を使用した時は、初回接種については生後３月

に達した時から生後 12 月に達するまでの期間

を標準的な接種期間として 20 日以上、標準的

には 20 日から 56 日までの間隔をおいて３回、

追加接種については初回接種終了後６月以上、

標準的には12月から18月までの間隔をおいて

１回行うこと。 

また、沈降ジフテリア破傷風混合トキソイ

ドを使用した時は、初回接種については生後

３月に達した時から生後12月に達するまでの

期間を標準的な接種期間として 20 日以上、標

準的には 20 日から 56 日までの間隔をおいて

２回、追加接種については初回接種終了後６

月以上、標準的には 12 月から 18 月までの間

隔をおいて１回行うこと。 

沈降精製百日せきジフテリア破傷風不活化ポ

リオ混合ワクチンを使用し、初回接種について

は生後３月に達した時から生後 12 月に達する

までの期間を標準的な接種期間として 20 日か

ら 56 日までの間隔をおいて３回、追加接種に

ついては初回接種終了後 12 月に達した時から

18 月に達するまでの期間を標準的な接種期間

として１回行うこと。 

（２） （略） 

（３）ジフテリア、百日せき及び破傷風について同

時に行う第１期の予防接種は、沈降精製百日せ

きジフテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチ

ン又は沈降精製百日せきジフテリア破傷風混

合ワクチンを使用し、初回接種については生後

３月に達した時から生後 12 月に達するまでの

期間を標準的な接種期間として 20日から 56日

までの間隔をおいて３回、追加接種については

初回接種終了後 12月に達した時から 18月に達

するまでの期間を標準的な接種期間として１

回行うこと。 

（４）・（５） （略） 

（６）ジフテリア及び破傷風について同時に行う第

１期の予防接種は、沈降精製百日せきジフテリ

ア破傷風不活化ポリオ混合ワクチン又は沈降

精製百日せきジフテリア破傷風混合ワクチン

を使用した時は、初回接種については生後３月

に達した時から生後 12 月に達するまでの期間

を標準的な接種期間として 20日から 56日まで

の間隔をおいて３回、追加接種については初回

接種終了後 12月に達した時から 18月に達する

までの期間を標準的な接種期間として１回行

うこと。 

また、沈降ジフテリア破傷風混合トキソイ

ドを使用した時は、初回接種については生後

３月に達した時から生後 12月に達するまでの

期間を標準的な接種期間として 20 日から 56

日までの間隔をおいて２回、追加接種につい

ては初回接種終了後 12 月に達した時から 18

月に達するまでの期間を標準的な接種期間と

して１回行うこと。 



（別紙） 

（７）・（８） （略） 

（９）急性灰白髄炎の予防接種は、沈降精製百日せ

きジフテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチ

ンを使用した時は、初回接種については生後３

月に達した時から生後 12 月に達するまでの期

間を標準的な接種期間として 20 日以上、標準

的には20日から56日までの間隔をおいて３回

、追加接種については初回接種終了後６月以上

、標準的には 12 月から 18 月までの間隔をおい

て１回行うこと。 

また、不活化ポリオワクチンを使用したと

きは、初回接種については、生後３月に達し

た時から生後12月に達するまでの期間を標準

的な接種期間として、20 日以上の間隔をおい

て３回、追加接種については初回接種終了後

６月以上、標準的には 12 月から 18 月までの

間隔をおいて１回行うこと。 

（10） （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11） （略） 

（12）ジフテリア又は破傷風の第２期の予防接種は

、（11）と同様とすること。 

（13） （略） 

（14）急性灰白髄炎の予防接種については、次のこ

とに留意すること。 

ア・イ （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

（７）・（８） （略） 

（９）急性灰白髄炎の予防接種は、沈降精製百日せ

きジフテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチ

ンを使用した時は、初回接種については生後３

月に達した時から生後 12 月に達するまでの期

間を標準的な接種期間として 20日から 56日ま

での間隔をおいて３回、追加接種については初

回接種終了後 12月に達した時から 18月に達す

るまでの期間を標準的な接種期間として１回

行うこと。 

また、不活化ポリオワクチンを使用したと

きは、初回接種については、生後３月に達し

た時から生後 12月に達するまでの期間を標準

的な接種期間として、20 日以上の間隔をおい

て３回、追加接種については初回接種終了後

12月に達した時から18月に達するまでの期間

を標準的な接種期間として１回行うこと。 

（10） （略） 

（11）第１期の予防接種の初回接種においては、発

熱や急性疾患等のやむを得ない事情により、20

日から 56 日までの間隔で、接種が実施できな

かった者については、その要因が解消された後

、政令で定める接種の期間内に、速やかに実施

した場合、当該接種間隔を超えて接種したとし

ても、接種間隔内における接種とみなすことと

しており、定期予防接種として取り扱うものと

する。 

（12） （略） 

（13）ジフテリア又は破傷風の第２期の予防接種は

、（12）と同様とすること。 

（14） （略） 

（15）急性灰白髄炎の予防接種については、次のこ

とに留意すること。 

ア・イ （略） 

ウ 平成 24年９月１日より前に海外等で不活

化ポリオワクチンの接種を受けた者は、医

師の判断と保護者の同意に基づき、既に接

種した回数分の急性灰白髄炎の初回接種を

受けたものとしてみなすことができること

。 



（別紙） 

（削除） 

 

 

 

 

（15) ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破 

傷風の予防接種について、平成 26 年４月１日 

より前に、予防接種実施規則の一部を改正す 

る省令（平成 26 年厚生労働省令第 22 号。以 

下「改正省令」という。）による改正前の予 

防接種実施規則（以下「旧規則」という。） 

に規定する接種の間隔を超えて行った接種で 

あって、改正省令による改正後の予防接種実 

施規則（以下「新規則」という。）に規定す 

る予防接種に相当する接種を受けた者は、医 

師の判断と保護者の同意に基づき、既に接種 

した回数分の定期接種を受けたものとしてみ 

なすことができること。 

 

２ 麻しん又は風しんの定期接種 （略） 

 

３ 日本脳炎の定期接種 

（１）日本脳炎の第１期の予防接種は、乾燥細胞培

養日本脳炎ワクチンにより、初回接種について

は３歳に達した時から４歳に達するまでの期

間を標準的な接種期間として６日以上、標準的

には６日から 28 日までの間隔をおいて２回、

追加接種については、初回接種終了後６月以上

、標準的にはおおむね１年を経過した時期に、

４歳に達した時から５歳に達するまでの期間

を標準的な接種期間として１回行うこと。 

（２） （略） 

（３）予防接種の特例 

ア 実施規則附則第４条の対象者（平成 19 年

４月２日から平成 21 年 10 月１日に生まれ

た者で、平成 22 年３月 31 日までに日本脳

炎の第１期の予防接種が終了していない者

で、生後６月から 90 月又は９歳以上１3歳

未満にある者） 

（ア）・（イ） （略） 

エ 不活化ポリオワクチンの接種方法につい

ては、平成 24 年９月から一定期間（３年程

度）経過後は、20 日から 56 日までの間隔を

置いて接種することとする予定であること

。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 麻しん又は風しんの定期接種 （略） 

 

３ 日本脳炎の定期接種 

（１）日本脳炎の第１期の予防接種は、乾燥細胞培

養日本脳炎ワクチンにより、初回接種について

は３歳に達した時から４歳に達するまでの期

間を標準的な接種期間として６日から 28 日ま

での間隔をおいて２回、追加接種については、

初回接種終了後おおむね１年を経過した時期

に、４歳に達した時から５歳に達するまでの期

間を標準的な接種期間として１回行うこと。 

 

（２） （略） 

（３）予防接種の特例 

ア 実施規則附則第４条の対象者（平成 19 年

４月２日から平成 21 年 10 月１日に生まれ

た者で、平成 22 年３月 31 日までに日本脳

炎の第１期の予防接種が終了していない者

で、生後６月から 90 月又は９歳以上１3 歳

未満にある者） 

（ア・（イ） （略） 
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（ウ）実施規則附則第４条第２項による日本

脳炎の予防接種は、乾燥細胞培養日本脳

炎ワクチンにより、６日以上、標準的に

は６日から 28 日までの間隔をおいて２

回、追加接種については２回接種後６月

以上、標準的にはおおむね１年を経過し

た時期に１回接種すること。 

イ 実施規則附則第５条の対象者（平成７年

４月２日から平成 19 年４月１日に生まれ

た者で、20 歳未満にある者：平成 17 年５

月 30 日の積極的勧奨の差し控えによって

第１期、第２期の接種が行われていない可

能性がある者） 

（ア）～（ウ） （略） 

（エ）実施規則附則第５条第２項から第５項

による日本脳炎の予防接種は、乾燥細胞

培養日本脳炎ワクチンにより、第１期の

初回接種として６日以上、標準的には６

日から 28 日までの間隔をおいて２回、追

加接種については初回接種後６月以上、

標準的にはおおむね１年を経過した時期

に１回接種すること。第２期接種は、９

歳以上の者に対して第１期接種終了後、

６日以上の間隔をおいて１回接種するこ

と。 

（４）平成 26 年度における予防接種の特例に係る

積極的な勧奨 

ア 対象者 

    平成 17 年５月 30 日から平成 22 年３月 31

日までの積極的な勧奨の差し控えにより、平

成 26 年度に８歳となる者（平成 18 年４月２

日から平成 19 年４月１日までに生まれた者

）及び９歳となる者（平成 17 年４月２日か

ら平成 18 年４月１日までに生まれた者）に

ついては、第１期の追加接種が、18 歳とな

る者（平成８年４月２日から平成９年４月１

日までに生まれた者）については、第２期の

接種が、それぞれ十分に行われていないこと

から、（３）の接種方法に沿って、平成 26

年度中に予防接種の積極的な勧奨を行うこ

（ウ）実施規則附則第４条第２項による日本

脳炎の予防接種は、乾燥細胞培養日本脳

炎ワクチンにより、６日から 28 日までの

間隔をおいて２回、追加接種については

２回接種後概ね１年を経過した時期に１

回接種すること。 

 

イ 実施規則附則第５条の対象者（平成７年

４月２日から平成19年４月１日に生まれた

者で、20 歳未満にある者：平成 17 年５月

30 日の積極的勧奨の差し控えによって第１

期、第２期の接種が行われていない可能性

がある者） 

（ア）～（ウ） （略） 

（エ）実施規則附則第５条第２項から第５項

による日本脳炎の予防接種は、乾燥細胞

培養日本脳炎ワクチンにより、第１期の

初回接種として６日から28日までの間隔

をおいて２回、追加接種については初回

接種後おおむね１年を経過した時期に１

回接種すること。第２期接種は、９歳以

上の者に対して第１期接種終了後、６日

以上の間隔をおいて１回接種すること。 

 

 

（４）平成 25 年度における予防接種の特例に係る

積極的な勧奨 

ア 対象者 

    平成 17 年５月 30 日から平成 22 年３月 31

日までの積極的な勧奨の差し控えにより、平

成 25 年度に７歳となる者（平成 18 年４月２

日から平成 19 年４月１日までに生まれた者

）及び８歳となる者（平成 17 年４月２日か

ら平成 18 年４月１日までに生まれた者）に

ついては、第１期の初回接種が、９歳（平成

16 年４月２日から平成 17 年４月１日までに

生まれた者）及び 10 歳（平成 15 年４月２日

から平成 16 年４月１日までに生まれた者）

については、第１期の追加接種が、18 歳とな

る者（平成７年４月２日から平成８年４月１



（別紙） 

と。 

 

 

 

 

イ （略） 

ウ 積極的勧奨の差し控えが行われていた期

間に、定期接種の対象者であった者のうち

、第１期接種（初回接種及び追加接種）を

完了していた者に対しては、市町村長等が

実施可能な範囲で、第２期接種の積極的勧

奨を行っても差し支えない。 

なお、上記以外の者に対する第２期接種

の積極的勧奨については、ワクチンの供給

量等を踏まえつつ、平成 27 年度以降、年齢

の高い者から順に、できるだけ早期に積極

的な勧奨を実施することとしている。 

（５）厚生労働省においては、厚生労働省ホームペ

ージ等を通じて、日本脳炎の予防接種の対応等

に係る情報を提供することとしている。 

   これらの情報を活用して、保護者等に対し、

疾患の特性及び感染のリスクが高い者等に関

すること並びに平成 26 年度の予防接種シーズ

ンにおいて予定されているワクチンの供給量

では、積極的な勧奨の差し控えにより接種機会

を逸した全ての者に対する十分な接種機会の

提供が困難な場合があることについて、情報提

供を行うこと。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）日本脳炎の予防接種について、平成 26 年４

日までに生まれた者）については、第２期の

接種が、それぞれ十分に行われていないこと

から、（３）の接種方法に沿って、平成 25

年度中に予防接種の積極的な勧奨を行うこ

と。 

イ （略） 

ウ 積極的勧奨の差し控えが行われていた期

間に、定期接種の対象者であった者のうち

、第１期接種（初回接種及び追加接種）を

完了していた者に対しては、市町村長等が

実施可能な範囲で、第２期接種の積極的勧

奨を行っても差し支えない。 

なお、上記以外の者に対する第２期接種

の積極的勧奨については、ワクチンの供給

量等を踏まえつつ、平成 26 年度以降、年齢

の高い者から順に、できるだけ早期に積極

的な勧奨を実施することとしている。 

（５）厚生労働省においては、厚生労働省ホームペ

ージ等を通じて、日本脳炎の予防接種の対応等

に係る情報を提供することとしている。 

   これらの情報を活用して、保護者等に対し、

疾患の特性及び感染のリスクが高い者等に関

すること並びに平成 25 年度の予防接種シーズ

ンにおいて予定されているワクチンの供給量

では、積極的な勧奨の差し控えにより接種機会

を逸した全ての者に対する十分な接種機会の

提供が困難な場合があることについて、情報提

供を行うこと。 

（６）第１期の初回接種及び追加接種並びに実施規

則附則第４条第２項、第５条第３項及び第４項

の規定による接種においては、発熱や急性疾患

等のやむを得ない事情により、６日から 28 日

までの間隔又はおおむね１年が経過した時期

で接種が実施できなかった者については、その

要因等が解消された後、政令で定める接種の期

間内に、速やかに実施した場合、当該接種間隔

を超えて接種したとしても、接種間隔内におけ

る接種とみなすこととしており、定期接種とし

て取り扱うものとする。 

（新設） 



（別紙） 

月１日より前に、旧規則に規定する接種の間

隔を超えて行った接種であって、新規則に規

定する予防接種に相当する接種を受けた者

は、医師の判断と保護者の同意に基づき、既

に接種した回数分の定期接種を受けたもの

としてみなすことができること。 

 

４ 結核の定期接種 （略） 

 

５ Ｈｉｂ感染症の定期接種 

 Ｈｉｂ感染症の予防接種は、初回接種の開始

時の月齢ごとに以下の方法により行うこととし

、（１）の方法を標準的な接種方法とすること

。 

（１）初回接種開始時に生後２月から生後７月に至

るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、

初回接種については 27 日（医師が必要と認め

た場合には 20 日）以上、標準的には 27 日（

医師が必要と認めた場合には 20 日）から 56

日までの間隔をおいて３回、追加接種につい

ては初回接種終了後７月以上、標準的には７

月から 13月までの間隔をおいて 1回行うこと

。ただし、初回２回目及び３回目の接種は、

生後 12 月に至るまでに行うこととし、それを

超えた場合は行わないこと。この場合、追加

接種は実施可能であるが、初回接種に係る最

後の注射終了後、27 日（医師が必要と認めた

場合には 20 日）以上の間隔をおいて１回行う

こと。 

（２）初回接種開始時に生後７月に至った日の翌日

から生後 12 月に至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、

初回接種については 27 日（医師が必要と認め

た場合には 20 日）以上、標準的には 27 日（

医師が必要と認めた場合には 20 日）から 56

日までの間隔をおいて２回、追加接種につい

ては初回接種終了後７月以上、標準的には７

月から13月までの間隔をおいて１回行うこと

。ただし、初回２回目の接種は、生後 12 月に

 

 

 

 

 

 

 

４ 結核の定期接種 （略） 

 

５ Ｈｉｂ感染症の定期接種 

 Ｈｉｂ感染症の予防接種は、初回接種の開始

時の月齢ごとに以下の方法により行うこととし

、（１）の方法を標準的な接種方法とすること

。 

（１）初回接種開始時に生後２月から生後７月に至

るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、初

回接種については 27 日（医師が必要と認めた

場合には 20 日）から 56 日までの間隔をおい

て３回、追加接種については初回接種終了後

７月から13月までの間隔をおいて1回行うこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）初回接種開始時に生後７月に至った日の翌日

から生後 12 月に至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、初

回接種については 27 日（医師が必要と認めた

場合には、20 日）から 56 日までの間隔をおい

て２回、追加接種については初回接種終了後

７月から13月までの間隔をおいて１回行うこ

と。 
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至るまでに行うこととし、それを超えた場合

は行わないこと。この場合、追加接種は実施

可能であるが、初回接種に係る最後の注射終

了後、27 日（医師が必要と認めた場合には 20

日）以上の間隔をおいて１回行うこと。 

（３） （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）Ｈｉｂ感染症の予防接種について、平成 26

年４月１日より前に、旧規則に規定する接種の

間隔を超えて行った接種であって、新規則に規

定する予防接種に相当する接種を受けた者は、

医師の判断と保護者の同意に基づき、既に接種

した回数分の定期接種を受けたものとしてみ

なすことができること。 

 

６ 小児の肺炎球菌感染症の定期接種 

   小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回接

種の開始時の月齢ごとに以下の方法により行

うこととし、（１）の方法を標準的な接種方法

とすること。 

（１）初回接種開始時に生後２月から生後７月に至

るまでの間にある者 

沈降13価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し

、初回接種については、標準的には生後 12 月

までに 27 日以上の間隔をおいて３回、追加接

種については生後 12 月から生後 15 月に至る

までの間を標準的な接種期間として、初回接

種終了後60日以上の間隔をおいた後であって

、生後 12 月に至った日以降において１回行う

こと。ただし、初回２回目及び３回目の接種

は、生後 24 月に至るまでに行うこととし、そ

 

 

 

 

 

（３） （略） 

（４）（１）及び（２）の初回接種及び追加接種に

おいて、発熱や急性疾患等のやむを得ない事情

により、27 日（医師が必要と認めた場合には

20 日）から 56 日までの間隔又は７月から 13

月までの間隔で接種が実施できなかった者に

ついては、その要因が解消された後、政令で定

める接種の期間内に、速やかに実施した場合、

当該接種間隔を超えて接種したとしても、接種

間隔内における接種とみなすこととしており、

定期接種として取り扱うものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

６ 小児の肺炎球菌感染症の定期接種 

小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回

接種の開始時の月齢ごとに以下の方法により

行うこととし、（１）の方法を標準的な接種

方法とすること。 

（１）初回接種開始時に生後２月から生後７月に至

るまでの間にある者 

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し

、初回接種については 27 日以上の間隔をおい

て３回、追加接種については生後 12 月から生

後15月に至るまでの間を標準的な接種期間と

して、初回接種終了後 60 日以上の間隔をおい

た後であって、生後 12 月に至った日以降にお

いて１回行うこと。ただし、初回２回目及び

３回目の接種は、生後 12 月に至るまでに行う

こととし、それを超えた場合は行わないこと



（別紙） 

れを超えた場合は行わないこと（追加接種は

実施可能）。また、初回２回目の接種は生後

12 月に至るまでに行うこととし、それを超え

た場合は、初回３回目の接種は行わないこと

（追加接種は実施可能）。 

（２）初回接種開始時に生後７月に至った日の翌日

から生後 12 月に至るまでの間にある者 

沈降13価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し

、初回接種については標準的には生後 12 月ま

でに、27 日以上の間隔をおいて２回、追加接

種については生後 12 月以降に、初回接種終了

後 60 日以上の間隔をおいて１回行うこと。た

だし、初回２回目の接種は、生後 24 月に至る

までに行うこととし、それを超えた場合は行

わないこと（追加接種は実施可能）。 

（３）・（４） （略） 

（５）小児の肺炎球菌の予防接種について、平成 

26 年４月１日より前に、旧規則に規定する 

接種の間隔を超えて行った接種であって、新 

規則に規定する予防接種に相当する接種を受 

けた者は、医師の判断と保護者の同意に基づ 

き、既に接種した回数分の定期接種を受けた 

ものとしてみなすことができること。 

 

７ ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種 

（１） ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種

に、組換え沈降２価ヒトパピローマウイル

ス様粒子ワクチンを使用する場合には、13

歳となる日の属する年度の初日から当該年

度の末日までの間を標準的な接種期間とし

、標準的な接種方法として、１月の間隔を

おいて２回行った後、１回目の接種から６

月の間隔をおいて１回行うこと。ただし、

当該方法をとることができない場合は、１

月以上の間隔をおいて２回行った後、１回

目の接種から５月以上、かつ２回目の接種

から２月半以上の間隔をおいて１回行うこ

と。 

（２）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種に

、組換え沈降４価ヒトパピローマウイルス様粒

（追加接種は実施可能）。 

 

 

 

 

（２）初回接種開始時に生後７月に至った日の翌日

から生後 12 月に至るまでの間にある者 

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し

、初回接種については 27 日以上の間隔をおい

て２回、追加接種については生後 12 月以降に

、初回接種終了後 60 日以上の間隔をおいて１

回行うこと。ただし、初回２回目の接種は、

生後 13 月に至るまでに行うこととし、それを

超えた場合は行わないこと（追加接種は実施

可能）。 

（３）・（４） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

７ ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種 

（１）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種

に、組換え沈降２価ヒトパピローマウイルス様

粒子ワクチンを使用する場合には、13 歳となる

日の属する年度の初日から当該年度の末日ま

での間を標準的な接種期間とし、標準的な接種

方法として、１月の間隔をおいて２回行った

後、初回１回目の接種から６月の間隔をおいて

１回行うこと。ただし、やむを得ず接種間隔の

変更が必要な場合は、１月から２月半までの間

隔をおいて２回行った後、初回１回目の接種か

ら５月から12月の間隔をおいて１回行うこと。 

 

 

（２）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種に

、組換え沈降４価ヒトパピローマウイルス様粒



（別紙） 

子ワクチンを使用する場合には、13 歳となる

日の属する年度の初日から当該年度の末日ま

での間を標準的な接種期間とし、標準的な接種

方法として、２月の間隔をおいて２回行った後

、１回目の接種から６月の間隔をおいて１回行

うこと。ただし、当該方法をとることができな

い場合は、１月以上の間隔をおいて２回行った

後、２回目の接種から３月以上の間隔をおいて

１回行うこと。  

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（３） （略） 

（４） （略） 

（５）やむを得ず集団接種を行う場合には、（４）

を遵守するとともに、ヒトパピローマウイルス

感染症は性感染症であること等から、特段の配

慮を行うこと。 

（６）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種に

ついて、平成 26 年４月１日より前に、旧規

則に規定する接種の間隔を超えて行った接

種であって、新規則に規定する予防接種に相

当する接種を受けた者は、医師の判断と保護

者の同意に基づき、既に接種した回数分の定

期接種を受けたものとしてみなすことがで

きること。 

子ワクチンを使用する場合には、13 歳となる

日の属する年度の初日から当該年度の末日ま

での間を標準的な接種期間とし、標準的な接種

方法として、２月の間隔をおいて２回行った後

、初回１回目の接種から６月の間隔をおいて１

回行うこと。ただし、当該方法をとることがで

きない場合は、１月以上の間隔をおいて２回行

った後、初回２回目の接種から３月以上の間隔

をおいて１回行うこと。  

（３）（１）の場合、発熱や急性疾患等のやむを得

ない事情により、上記に定める間隔の間に接種

が実施できなかった者については、その要因が

解消された後、政令で定める接種の期間内に、

速やかに実施した場合、当該接種間隔を超えて

接種したとしても、接種間隔内における接種と

みなすこととしており、定期接種として取り扱

うものとする。 

（４） （略） 

（５） （略） 

（６）やむを得ず集団接種を行う場合には、（５）

を遵守するとともに、ヒトパピローマウイルス

感染症は性感染症であること等から、特段の配

慮を行うこと。 

（新設） 

 

 

 

 


